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別添（別記様式第２号） 

浜の活力再生広域プラン 

（第二期） 

１ 広域水産業再生委員会 

広域委員会の

構成員 

上磯郡漁協地域水産業再生委員会 

（上磯郡漁業協同組合、知内町、木古内町、北斗市）、 

北海道漁業協同組合連合会、北海道信用漁業協同組合連合会、 

全国漁業信用基金協会北海道支所、北海道漁業共済組合、全国共済水

産業協同組合連合会北海道事務所、北海道 

オブザーバー

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類 

〇対象となる地域の範囲：北海道上磯郡知内町、木古内町、北斗市 

〇対象となる漁業の範囲 

漁業者：計１８１名 

サケ定置漁業１６１経営体、底建網漁業１０９経営体、ホタテ養殖漁

業３７経営体、カキ養殖漁業３７経営体、コンブ養殖漁業４７経営体、

ワカメ養殖漁業８１経営体、ホヤ養殖漁業１６経営体、アワビ養殖漁業

４経営体、ウニ養殖漁業２４経営体、刺網漁業１０３経営体、採介藻漁

業１１４経営体、イカ釣り漁業６４経営体、一本釣り漁業４３経営体。 

※１経営体が複数漁業を兼業

２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状等

〇地域の概要 

 当再生委員会の地域は、平成１６年に知内町、木古内町、上磯はまなす、上磯町の４漁

業協同組合が合併した１市２町（北斗市・知内町・木古内町）の行政区域となっており、

暖流と寒流が混じり合う津軽海峡に面し、海岸線は約５５㎞におよび、漁港は１０港（第

１種）を有しており、年間５００万人以上が観光に訪れる観光都市である函館市に隣接し

ている。 

当地域の漁家戸数は２０５戸で、サケ定置網漁業・底建網漁業、ホタテ・カキ・コンブ・

ワカメ・ホヤ・アワビ・ウニ養殖漁業、刺網漁業、ウニ・アワビ・ホッキ・アサリ・ナマ

コ漁業等の採介藻漁業、イカ釣り漁業、一本釣り漁業などを営んでおり、主要漁業は、定
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置網漁業・底建網漁業、養殖漁業、採介藻漁業で、主要魚種はサケ・ホタテ・コンブであ

る。 

また、水揚げされた漁獲物は、その大半が函館市水産物地方卸売市場へ陸送され、近年

は函館市への外国人観光客も増加する中、観光目的の一つとして新鮮な海産物が挙げられ、

その供給拠点として漁業の振興が重要となっている。 

 しかし、近年は海洋環境の変化等によるサケやイカなどの回遊性資源の減少や磯焼け現

象による地先資源が減少する中、高齢化等による漁業就労者の減少や後継者の減少も進ん

でいることから、ウニなど地先資源の種苗放流を積極的に推進するなどして資源増大を図

るとともに、各種養殖漁業への転換促進を行ってきたが、令和２年度初頭からのコロナ禍

の影響により、水産物の需要低下及び価格低迷により、漁家経営は苦境に立たされており、

新たな対策が急務となっている。 
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〇地域の現状と課題 

ア 海面漁業が抱える現状と課題

当地域は暖流と寒流が混じり合う津軽海峡に面し、多種多様な漁業が営まれており、知

内地区では定置網漁業、イカ釣り漁業、ウニ・カキ・ホタテ養殖漁業、木古内地区では定

置網漁業、コンブ・ホタテ養殖漁業、上磯はまなす地区（以降、「はまなす地区」と記載）

では定置網漁業、ワカメ・コンブ・ホタテ養殖漁業、上磯地区では定置網漁業、ホッキ漁

業等が主に営まれている。 

しかし、近年は資源の悪化や海洋環境の変化により、サケやイカ等の回遊性資源の来遊

量が減少している。特にサケは当地域の主要魚種の一つであり、知内地区、木古内地区、

はまなす地区、上磯地区のそれぞれの地区において定置網漁業により漁獲されるととも

に、知内川（知内町）、亀川（木古内町）、茂辺地川（北斗市）の３河川で遡上する親魚を

捕獲し、稚魚を放流するサケの人工ふ化放流を昭和３０年代から実施しており、現在は、

一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会が漁協や漁業者と連携を図りながら実施している。 

知内町のふ化場では、地下湧水を稚魚飼育水としているが、水量が毎分３トンと少なく、
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必要としている毎分１３トンには不足であることから、平成２６年度より河川水の取り込

み工事に着手し、平成２８年２月に完成したことにより、地下湧水３トンと河川水１０ト

ンの併用により飼育水量が確保された。

しかし、他のふ化場（亀川、茂辺地、上磯中野、上磯）においても飼育水量が不足して

いることから、同様の対策が必要となっている。 

また、河川に遡上する再生産用の親魚に不足が生じる場合は、地域内の定置網漁業者が

連携して、定置網の網上げ等の自主規制を実施し、ふ化放流計画に定める親魚の確保を行

い、サケ資源の増大・安定を図っているが、このような取り組みにも拘わらず、近年は様々

な要因から来遊量が減少しており、来遊量の向上を図る上で健苗育成は不可欠であること

から、一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会や漁協、漁業者、各地区のふ化場の連携に

よる親魚確保や飼育環境の改善、放流手法の検討が必要となっている。 

当地域で水揚げされた大半の漁獲物については、漁船から水揚げされた後、各地区にあ

る１０箇所の荷さばき施設（知内地区３箇所（小谷石、涌元、中ノ川）、木古内地区３箇

所（札苅、泉沢、釜谷）、はまなす地区３箇所（三ツ石、当別、茂辺地）、上磯地区１箇

所（上磯））に集荷され、トラックにより函館市水産物地方卸売市場へ陸送後セリにかけ

られるが、全ての地区で漁獲されるブリ、ソウハチ、ニシン、イワシ等は、時期によって

一度に大量に漁獲されると需要と供給のバランスが崩れ、価格が下落する傾向があるため

魚価対策が必要となっている。 

また、漁獲物の衛生管理及び鮮度保持対策も併せて実施する必要があるが、当地域にあ

る第１種漁港１０港では、岸壁において漁船から漁獲物を水揚げする場合や漁網から漁獲

物を外す作業を行う場合、いずれの漁港も漁獲物が直射日光や鳥糞などに晒される状況と

なっている。 

なお、漁船から水揚げされた漁獲物は、各地区の荷さばき施設で洗浄、活魚水槽で保管

しているが、それらで使用される洗浄水や活魚水は、漁港内の海水を取水しており、簡易

的な殺菌のみを行っている現状にあるため、漁港施設の衛生管理機能強化や取水する海水

の検査等が必要となっている。 

さらに、漁船や荷さばき施設などで使用される氷についても、現在、木古内地区１カ所、

上磯地区２カ所の計３カ所の製氷・貯氷施設から供給されているが、特にサケやイカの盛

漁期においては、製氷・貯氷施設の生産能力不足から氷の供給が不足しており、函館市や

福島町など近隣市町からの移入氷に依存している状況となっている。 

このことから、各地区の漁港施設や荷さばき施設、製氷・貯氷施設の集約、機能強化、

分担の検討が急務となっている。 
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イ 養殖漁業が抱える現状と課題

当地域では、イカなどの回遊性資源の来遊量の減少に伴い、回遊性資源に依存している

漁業者は、水揚げが不安定で計画的な漁業経営が難しい状況にあることから、比較的漁業

収入が安定している養殖漁業への転換が急務となっており、漁業転換に向けてコンブ、ワ

カメ養殖への新規参入を推進している。

また、主力であるウニ養殖漁業に関しては、近年増加しているウニ種苗の需要に応じた

生産体制の構築や新商品の開発、販売促進の強化、知名度向上が課題となっている。 

ウ 中核的担い手の確保・育成に関する現状と課題

当地域の漁業就業者数は、平成１６年の合併時は３１５名であったが、令和元年は１

８１名と１５年間で４２．６％減少している。 

また、近年は海洋環境の変化や資源量の減少などにより、厳しい漁業環境にあるため、

高船齢漁船の更新や漁労機器の新規購入・更新がままならない状況にある。 

 そのため、つくり育てる漁業を推進するとともに、国の制度などを活用し、省エネ型

機器の導入や作業の機械化、高船齢漁船の更新などの促進によって、厳しい労働環境を

緩和し、収益性を高めるなど、新たに着業しやすい環境を整え、地域の漁業を維持・発

展させる必要がある。 

（２）その他の関連する現状等

 当再生委員会の地域は、年間５００万人以上が観光に訪れる観光都市である函館市に隣

接し、近年は外国人観光客も増加する中、その観光目的の多くが、新鮮な海産物と函館山

からの漁り火を含む夜景などであることから、函館市と連携を図ることで観光関連産業を

支えていく必要がある。 

 さらには、平成２８年３月に北海道新幹線が開業し、地域産業が一体となって地域資源

の有効活用への施策を策定する事が急務となっている。 

これらに伴い、当漁協が北斗漁港(上磯地区)において、直営店となる「貝鮮焼北斗フィ

ッシャリー」をオープンするとともに、知内町では第３セクターによる「カキ小屋」を新

たに運営するなど、地元海産物や水産加工品を観光客に提供できる施設を整備し、増加す

る観光客の取り込みを図っている。 

知内町中間育成施設の概要

クロソイ中間育成 　6万尾
コンブ種苗生産 　12,000m
ワカメ人口種苗着生　24,000m

ウニ種苗生産センターの概要

エゾバフンウニ 　881万個
キタムラサキウニ  10万個

名称 供用開始
R1年度

生産可能種苗数
所有者

ウニ種苗生産センター S63年 上磯郡漁協

名称 供用開始 所有者

上磯郡漁協種苗生産施設 H30年

R1年度
生産可能種苗数

上磯郡漁協
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３ 競争力強化の取組方針 

（１） 機能再編・地域活性化に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）

② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

 当該地区では、前期に引き続き「サケ資源増大対策」、「魚価向上・安定対策」、「ウニ

養殖漁業の推進」を主軸に取り進める。詳細は次の通りとなる。 

【サケ資源増大対策】 

①親魚確保のための漁具規制

当地域の秋サケ定置網漁業期間は、毎年９／１～１２／２０まで（津軽海峡地区）であ

るが、再生産用親魚の河川遡上を促すため、９／１～９／５までの期間は網上げ等の漁具

撤去措置を地域で統一的に実施している。 

これに加え、中期（１０／２０～１０／２２）、後期（１１／２０～１１／２２）におい

ても、必要に応じ同様の措置を講じる。 
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②ふ化場の施設整備による効率的な稚魚生産（飼育環境の改善）

一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会、漁協、漁業者等が連携し、飼育水量が不足し

ている亀川、茂辺地、上磯中野、上磯の各ふ化場における施設整備を実施することで健苗

稚魚を生産し、回帰率向上を図る。 

③効率的な放流手法の検討

当地域では、平成２６年から回帰率調査（放流稚魚１万尾に標識(腹ヒレカット)を付け

て、知内川より期群に分けて放流し、河川河口部や漁港等の沿岸においてサンプル調査を

行い、河川から海へ下る日数や沿岸回遊期間並びに捕食状況等を追跡）を実施しているこ

とに加え、環境水温調査として河口沖合１km の地点に水深別に自動水温観測装置を設置し

ている。 

また、平成２７年からは、回帰率データを増やすため、定置網で漁獲される親魚の標識

(ヒレカット)調査を実施するとともに、河川遡上親魚の標識(ヒレカット)調査を実施して

いることから、これらの調査結果に基づき、放流時期や放流場所等の放流手法を検討し、

効率的な放流手法による回帰率の向上を図る。 

【魚価向上・安定対策】 

①魚価向上に向けた漁獲物の集約

各地区の定置網によって漁獲されるブリやソウハチなどは、一度に大量に漁獲された場

合、価格が下落する傾向にあることから、需要時期等のマーケティング調査を実施する。 

加えて、各地区で水揚げされた漁獲物を知内地区にある冷凍加工場に集約し、フィレー

や開き加工等の製品作りや一次加工を施した後、冷凍保存を行いながら、マーケティング

調査に基づいた出荷を行うことで付加価値向上を図る。 

（ブリ） 

 ブリは主に２～３㎏台の小型の魚体が多く、ヘッドカット並びにフィレーにすると片フ

ィレー５００g～８００g 程度になるため、刺身用フィレーやみりん干しの真空パックな

ど新たな商品を開発する。 

（ソウハチ）

 ２月～３月に漁獲される産卵後のソウハチは、成熟過渡期のため、身質が柔らかく安価

となるため、一夜干しなどの真空パック商品を製造する。 

②衛生管理マニュアルの普及と周知徹底

漁獲から水揚げ、荷さばき施設への集荷、函館市水産物地方卸売市場への陸送までの一

連の行程に関して、漁業者、漁協、買受人、運送業者など関係者と協議して、地域内統一

の荷さばき施設内の衛生基準、漁獲物の施氷などの管理方法や輸送時の温度管理を定めた

衛生管理マニュアルの普及と周知徹底を図る。 
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また、地域全体にマニュアルを浸透させるため、関係者を対象とした説明会や保健所等

から講師を招いた講習会を開催する。 

③荷さばき施設の集約・衛生管理強化

前期において、各地区にある荷さばき施設の集約化を進める予定であったが予算措置の

問題があり整備に至らなかったため、引き続き知内地区３箇所（小谷石地区、涌元地区、

中ノ川地区）、木古内地区３箇所（札苅地区、泉沢地区、釜谷地区）、はまなす地区３箇所

（三ツ石地区、当別地区、茂辺地地区）、上磯地区１箇所（上磯地区）の計１０箇所の荷さ

ばき施設の集約化を図り、効率的な集荷や経費削減などを行う。 

 具体的には、知内地区は現状維持の３箇所、木古内地区は札苅地区１箇所に集約、はま

なす地区は茂辺地地区１箇所に集約、上磯地区は１箇所を維持することとし、中でも中ノ

川地区と茂辺地地区については、加工拠点として位置付けし、中ノ川地区は魚介類、茂辺

地地区は海藻類の拠点とする。 

 更に集荷される漁獲物の鮮度保持を徹底するため、漁獲物の洗浄や活魚用に使用する海

水の定期的な水質確認を実施するとともに、水質管理機器の導入を４ケ年で実施するなど、

更なる漁獲物の品質向上と荷さばき施設内における衛生管理に取り組む。 

④氷の供給体制の構築と供給能力の向上

当地域には、木古内地区１箇所、はまなす地区１箇所、上磯地区１箇所の計３箇所に製

氷・貯氷施設があるが、特にサケやイカの盛漁期には、地域内の製氷・貯氷施設の生産能

力の不足から、知内地区やはまなす地区では函館市や福島町など近隣市町からの移入氷に

依存している状況となっている。さらに今後は、鮮度保持及び衛生管理の強化のため、地

域内の氷需要が拡大することが予想される。 

 このため、漁協や各地区の関係者により氷の供給計画を策定するとともに、知内地区に

製氷・貯氷施設を新設することで、地域全体の氷供給能力の向上を図り、地区間で氷の供

給体制を構築する。 

⑤水産生産基盤施設の取組強化

現在、各漁港においては、陸揚げ作業及び選別作業が野天で行われており、直射日光に

よる品質劣化や鳥糞等の混入が懸念されている。このため、地域が連携して衛生管理対策

を構築するにあたり、衛生管理マニュアルに基づく取り組みを促進するため、水揚量も多

く、加工拠点である中ノ川漁港に鳥害対策を施した屋根付き岸壁を令和７年度までに完成

させる。 

 また、今後は関係者による漁港の機能集約と機能強化に係る協議を行いながら、その他

の漁港についても、屋根付き岸壁の整備を順次検討していく。 
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【ウニ養殖漁業の推進】

①販売促進及びブランド化の確立

水揚量が増加したウニについては、上磯郡漁協のウニとしてＰＲし、現状のウニ漁期に

おける生鮮殻付出荷に加え、年間を通じて生ウニを供給できるよう高性能な対流型冷凍設

備の導入を図る。

 また、上磯郡漁協の直営店「貝鮮焼北斗フィッシャリー」でウニ丼の提供やイベント等

において積極的に販売するなど、販売促進及びブランド化の確立に取り組む。

②新加工商品の開発

ウニの加工品として塩ウニ瓶詰め、塩水ウニを販売しているが、新たに民間の食品加工

会社と連携して、水揚げされたウニをフリーズドライ等の加工技術により「ウニふりかけ」

や「ウニパウダー」等に加工・商品化し、一般消費者向けや観光客の土産用として、新商

品の開発に取り組む。

③新たな漁業収入モデル化の実証

漁業者数の減少により、利用漁船数が減少した漁港で漁港機能の集約や有効活用の観点

から弾力的な運用を行うため、木古内漁港（釜谷地区）では、漁港内の静穏域を活用し、

沖合の実入りの悪いキタムラサキウニを港内に移植し、ガニアシ（コンブ漁獲時に廃棄さ

れる付け根部分）や間引きコンブ（養殖時の実入り改善のために中間で採取されるコンブ）
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を餌料として給餌し、ウニの実入りを改善させる取組を行っているが、時化に左右されず

安定した収入が見込めるため、高齢者にも安全な就労環境の確保が可能となっていること

から、引き続き実施するとともに他地区へも当該取り組みを拡大する。

また、観光客への漁業体験を実施し、地元観光振興に寄与するなど、新たな漁業収入の

モデル化事業を前期計画から引き続き取り進めて行く。

④ウニ種苗センターの整備

現在知内地区にあるウニ種苗センターについては当初整備してから 30 年以上経過して

おり、施設の老朽化による維持費の増加や夏場の高水温によるウニ種苗のへい死に係る対

策が出来ておらず、近年非常に高くなっているウニ種苗の需要に対応できなくなっている

ため、関係者と協議の上、同地区にウニ種苗生産センターの整備を計画・実施し、需要増

に応じたウニ種苗生産体制の構築を図る。 

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）

② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

・担い手の確保のため新規就業者（漁業後継者を含む）が漁船や機器等の経営資源を取得

しやすくするための支援を講じ、収入増、漁業共済・積立ぷらすへの加入促進、燃油費対

策の推進によるコスト削減、漁船漁業から養殖業への転換、コンブ乾燥作業の協業化等に

よる収益性の改善を講じる。また、北海道漁業就業支援協議会を活用した新規就業者の確

保に努める。

・担い手の育成にあたり水産技術普及指導所、各地元各部会及び漁協青年部と連携し、各

種研修会等への参加や食育教室の開催等を通じて若手漁業者の資質・意識の向上を図る。
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・漁船リース事業等を活用する中核的漁業者の認定においては、漁村のリーダーとして若

手漁業者の育成や漁村の活性化に貢献している者、将来リーダーとなりうる者や漁業経営

の安定のため省エネ・省力化等のコスト削減、魚価向上に積極的に取り組んでいる者を漁

協の推薦に基づき認定する。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

 漁業法・資源管理法・漁業調整規則等関係法令の順守のほか、資源管理法に基づく漁獲

量管理の実施や養殖施設の漁場改善計画に基づく適正養殖可能数量の設定による漁場環境

の改善に取り組む。 

（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和３年度） 

取組内容 １ サケ資源増大対策 

① 親魚確保のための漁具規制

上磯郡漁協は、サケ再生産用親魚の確保に不足が生じる場合、地域内

の定置網漁業者と協議し、広域的な網上げ等の漁具撤去措置を実施す

る。 

② ふ化場の施設整備による効率的な稚魚生産（飼育環境の改善）

上磯郡漁協は、一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会とともに、飼

育水量が不足している亀川、茂辺地、上磯中野、上磯の各ふ化場におけ

る施設整備計画を協議する。 

③ 効率的な放流手法の検討

上磯郡漁協は、回帰率の向上を図るため、前期に引き続き、一社）渡

島管内さけ・ます増殖事業協会、漁業者とともに回帰率調査、水温調査、

標識調査を実施し、効率的な放流時期や放流場所等の放流手法を協議

する。 

２ 魚価向上・安定対策 

① 魚価向上に向けた漁獲物の集約

上磯郡漁協は、各地区の定置網によって漁獲されるブリやソウハチ

などが一度に大量に漁獲された場合、価格が下落する傾向にあること

から、知内地区にある冷凍加工場に集約し、フィレー、開き、一夜干し

等の製造を行う。 

また、需要時期等のマーケティング調査を実施し、調査に基づいた出

荷を行うことで、付加価値向上を図る。 

② 衛生管理マニュアルの普及と周知徹底

漁獲から水揚げ、荷さばき施設への集荷、函館市水産物地方卸売市場
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への陸送までの一連の行程に関して、上磯郡漁協は、漁業者、漁協職員、

買受人、運送業者など関係者と協議して定めた衛生管理マニュアルの

普及と周知徹底を図るため、関係者を対象とした説明会や保健所等か

ら講師を招いた講習会を開催する。 

③ 荷さばき施設の集約・衛生管理強化

上磯郡漁協は、各地区にある荷さばき施設の効率的な集荷や経費削

減などを行うための集約化及び衛生管理強化を図るため、漁協者、関係

市町による協議会を立ち上げる。  

また、既存の各施設に水質管理機器の導入を行う。 

④ 氷の供給体制の構築と供給能力の向上

上磯郡漁協は、サケやイカの盛漁期における氷不足を解消するため、

氷の供給体制の構築と氷の供給能力向上のための製氷・貯氷施設の整備

方針を策定するための協議会を立ち上げる。 

⑤ 水産生産基盤施設の取組強化

上磯郡漁協は、漁獲物の品質劣化対策や鳥害防止対策のため、水産加

工拠点である中ノ川漁港（知内地区）において屋根付き岸壁の整備を進

める。 

３ ウニ養殖漁業の推進 

① 販売促進及びブランド化の確立

上磯郡漁協は、年間を通じて生ウニを供給できるよう、知内地区の加

工施設内に高性能な対流型冷凍設備を導入する。 

  また、上磯郡漁協の直営店「貝鮮焼北斗フィッシャリー」でのウニ丼

の提供やイベント等において積極的に販売するなどの販売促進や知名

度向上に前期に引き続き取り組む。 

② 新加工商品の開発

上磯郡漁協は、新たに民間の食品加工会社と連携して、フリーズドラ

イ技術による「ウニふりかけ」や「ウニパウダー」等の商品開発に着手

する。 

③ 新たな漁業収入モデル化の実証

上磯郡漁協は、木古内漁港（釜谷地区）において実施している漁港内

の静穏域を活用したウニ実入り改善の取り組みを上磯地区、木古内地

区、知内地区へ拡大する。 

 また、観光客への漁業体験を実施するなど新たな漁業収入のモデル化

事業を前期に引き続き取り進める。

４ 中核的担い手の育成及び新規就業者確保に係る取組 
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① 上磯郡漁協は、漁業共済や積立ぷらすへの加入促進、燃油費対策の

推進、効率的な操業を図るための減速航行などの航行規制や定期的な

船底清掃により、漁業コストの削減を図るなど収益性の高い操業体制

の構築を図る。 

② 上磯郡漁協は、中核的漁業者が安定した漁家経営を行えるよう水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業や競争力強化型機器等導入緊急対

策事業を活用して、生産基盤である漁船の更新や漁業機器整備を行

う。 

③ 上磯郡漁協は、北海道漁業就業支援協議会を活用した新規就業者の確

保に努める。 

④ 上磯郡漁協は、漁協青年部に対し、各種研修会や水産技術普及指導所、

各漁業部会とともに実施する食育教室等への参加を促すことで、若手漁

業者の資質・意識の向上を図る。 

活用する支援

措置等 

・地域づくり総合交付金（道）2-①、3-①、3-③

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）2-④

・水産基盤整備事業（国）2-⑤

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）4-①

・広域浜プラン緊急対策事業（効率的な操業体制の確立支援）（国）4-①

・競争力強化型機器導入緊急対策事業（国）4-②

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）4-②

・水産業競争力強化金融支援事業（国）4-②

・経営体育成総合支援事業（国）4-③

２年目（令和４年度） 

取組内容 １ サケ資源増大対策 

① 親魚確保のための漁具規制

上磯郡漁協は、サケ再生産用親魚の確保に不足が生じる場合、地域内

の定置網漁業者と協議し、広域的な網上げ等の漁具撤去措置を実施す

る。 

② ふ化場の施設整備による効率的な稚魚生産（飼育環境の改善）

上磯郡漁協は、一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会とともに、飼

育水量が不足している亀川、茂辺地、上磯中野、上磯の各ふ化場におけ

る施設整備計画を協議する。 

③ 効率的な放流手法の検討

上磯郡漁協は、回帰率の向上を図るため、前期に引き続き、一社）渡

島管内さけ・ます増殖事業協会、漁業者とともに回帰率調査、水温調査、

標識調査を継続して実施し、効率的な放流時期や放流場所等の放流手
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法を協議する。 

  

２ 魚価向上・安定対策  

① 魚価向上に向けた漁獲物の集約 

 上磯郡漁協は、各地区の定置網によって漁獲されるブリやソウハチ

などが一度に大量に漁獲された場合、価格が下落する傾向にあること

から、知内地区にある冷凍加工場に集約し、フィレー、開き、一夜干し

等の製造を行い、需要時期等のマーケティング調査結果を踏まえた出

荷を行うことで、付加価値向上を図る。 

② 衛生管理マニュアルの普及と周知徹底  

漁獲から水揚げ、荷さばき施設への集荷、函館市水産物地方卸売市場

への陸送までの一連の行程に関して、上磯郡漁協は、漁業者、漁協職員、

買受人、運送業者など関係者と協議して定めた衛生管理マニュアルの

普及と周知徹底を図るため、関係者を対象とした説明会や保健所等か

ら講師を招いた講習会を開催する。 

③ 荷さばき施設の集約・衛生管理強化 

 上磯郡漁協は、協議会における協議を継続する。 

また、既存の各施設に水質管理機器の導入を行う。 

④ 氷の供給体制の構築と供給能力の向上 

  上磯郡漁協は、サケやイカの盛漁期における氷不足を解消するため、

氷の供給体制の構築と氷の供給能力向上のための製氷・貯氷施設の整

備方針を策定するための協議を継続する。 

⑤ 水産生産基盤施設の取組強化   

  上磯郡漁協は、漁獲物の品質劣化対策や鳥害防止対策のため、水産加

工拠点である中ノ川漁港（知内地区）において屋根付き岸壁の整備を進

める。 

 

３ ウニ養殖漁業の推進 

① 販売促進及びブランド化の確立 

  上磯郡漁協は、知内地区の加工施設内に導入した高性能な対流型冷

凍設備により、年間を通じて生ウニの供給を行う。 

   また、上磯郡漁協の直営店「貝鮮焼北斗フィッシャリー」でのウニ丼

の提供やイベント等において積極的に販売するなどの販売促進や知名

度向上に前期に引き続き取り組む。 

② 新加工商品の開発 

   上磯郡漁協は、新たに民間の食品加工会社と連携して、フリーズドラ

イ技術による「ウニふりかけ」や「ウニパウダー」等の商品開発に継続
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して取り組む。 

③ 新たな漁業収入モデル化の実証 

  上磯郡漁協は、上磯地区、木古内地区、知内地区における漁港内の静

穏域を活用したウニ実入り改善の取り組みを継続して実施する。 

  また、観光客への漁業体験を実施するなど新たな漁業収入のモデル化

事業を前期に引き続き取り進める。   

 

４ 中核的担い手の育成及び新規就業者確保に係る取組 

① 上磯郡漁協は、漁業共済や積立ぷらすへの加入促進、燃油費対策の

推進、効率的な操業を図るための減速航行などの航行規制や定期的な

船底清掃により、漁業コストの削減を図るなど収益性の高い操業体制

の構築を図る。 

② 上磯郡漁協は、中核的漁業者が安定した漁家経営を行えるよう水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業や競争力強化型機器等導入緊急対

策事業を活用して、生産基盤である漁船の更新や漁業機器整備を行

う。 

③ 上磯郡漁協は、北海道漁業就業支援協議会を活用した新規就業者の確

保に努める。 

④ 上磯郡漁協は、漁協青年部に対し、各種研修会や水産技術普及指導所、

各漁業部会とともに実施する食育教室等への参加を促すことで、若手漁

業者の資質・意識の向上を図る。 

活用する支援

措置等 

・地域づくり総合交付金（道）2-①、3-①、3-③ 

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）2-④ 

・水産基盤整備事業（国）2-⑤ 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）4-① 

・広域浜プラン緊急対策事業（効率的な操業体制の確立支援）（国）4-① 

・競争力強化型機器導入緊急対策事業（国）4-② 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）4-② 

・水産業競争力強化金融支援事業（国）4-② 

・経営体育成総合支援事業（国）4-③ 

 

 ３年目（令和５年度） 

取組内容 １ サケ資源増大対策 

① 親魚確保のための漁具規制 

 上磯郡漁協は、サケ再生産用親魚の確保に不足が生じる場合、地域内

の定置網漁業者と協議し、広域的な網上げ等の漁具撤去措置を実施す

る。 
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② ふ化場の施設整備による効率的な稚魚生産（飼育環境の改善）

上磯郡漁協は、一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会とともに、飼

育水量が不足している亀川、茂辺地、上磯中野、上磯の各ふ化場におけ

る施設整備計画を策定する。 

③ 効率的な放流手法の検討

上磯郡漁協は、回帰率の向上を図るため、前期に引き続き、一社）渡

島管内さけ・ます増殖事業協会、漁業者とともに回帰率調査、水温調査、

標識調査を継続して実施し、効率的な放流時期や放流場所等の放流手

法を確立する。  

２ 魚価向上・安定対策 

① 魚価向上に向けた漁獲物の集約

上磯郡漁協は、各地区の定置網によって漁獲されるブリやソウハチ

などが一度に大量に漁獲された場合、価格が下落する傾向にあること

から、知内地区にある冷凍加工場に集約し、フィレー、開き、一夜干し

等の製造を行い、需要時期等のマーケティング調査結果を踏まえた出

荷を行うことで、付加価値向上を図る。 

② 衛生管理マニュアルの普及と周知徹底

漁獲から水揚げ、荷さばき施設への集荷、函館市水産物地方卸売市場

への陸送までの一連の行程に関して、上磯郡漁協は、漁業者、漁協職員、

買受人、運送業者など関係者と協議して定めた衛生管理マニュアルの

普及と周知徹底を図るため、関係者を対象とした説明会や保健所等か

ら講師を招いた講習会を開催する。 

③ 荷さばき施設の集約・衛生管理強化

上磯郡漁協は、集約施設の基本設計を行う。

また、既存の各施設に水質管理機器の導入を行う。

④ 氷の供給体制の構築と供給能力の向上

上磯郡漁協は、サケやイカの盛漁期における氷不足を解消するため、

氷の供給体制の構築と氷の供給能力向上のための製氷・貯氷施設の整

備計画を策定する。 

⑤ 水産生産基盤施設の取組強化

上磯郡漁協は、漁獲物の品質劣化対策や鳥害防止対策のため、水産加

工拠点である中ノ川漁港（知内地区）において屋根付き岸壁の整備を進

める。 

３ ウニ養殖漁業の推進 

① 販売促進及びブランド化の確立

上磯郡漁協は、知内地区の加工施設内に導入した高性能な対流型冷
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凍設備により、年間を通じて生ウニの供給を行う。 

  また、上磯郡漁協の直営店「貝鮮焼北斗フィッシャリー」でのウニ丼

の提供やイベント等において積極的に販売するなどの販売促進や知名

度向上に前期に引き続き取り組む。 

② 新加工商品の開発

上磯郡漁協は、新たに民間の食品加工会社と連携して、フリーズドラ

イ技術による「ウニふりかけ」や「ウニパウダー」等の商品開発に継続

して取り組む。 

③ 新たな漁業収入モデル化の実証

上磯郡漁協は、上磯地区、木古内地区、知内地区における漁港内の静

穏域を活用したウニ実入り改善の取り組みを継続して実施する。 

 また、観光客への漁業体験を実施するなど新たな漁業収入のモデル化

事業を前期に引き続き取り進める。

４ 中核的担い手の育成及び新規就業者確保に係る取組 

① 上磯郡漁協は、漁業共済や積立ぷらすへの加入促進、燃油費対策の

推進、効率的な操業を図るための減速航行などの航行規制や定期的な

船底清掃により、漁業コストの削減を図るなど収益性の高い操業体制

の構築を図る。 

② 上磯郡漁協は、中核的漁業者が安定した漁家経営を行えるよう水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業や競争力強化型機器等導入緊急対

策事業を活用して、生産基盤である漁船の更新や漁業機器整備を行

う。 

③ 上磯郡漁協は、北海道漁業就業支援協議会を活用した新規就業者の確

保に努める。 

④ 上磯郡漁協は、漁協青年部に対し、各種研修会や水産技術普及指導所、

各漁業部会とともに実施する食育教室等への参加を促すことで、若手漁

業者の資質・意識の向上を図る。 

活用する支援

措置等 

・地域づくり総合交付金（道）2-①、3-①、3-③

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）2-④

・水産基盤整備事業（国）2-⑤

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）4-①

・広域浜プラン緊急対策事業（効率的な操業体制の確立支援）（国）4-①

・競争力強化型機器導入緊急対策事業（国）4-②

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）4-②

・水産業競争力強化金融支援事業（国）4-②

・経営体育成総合支援事業（国）4-③
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 ４年目（令和６年度） 

取組内容 １ サケ資源増大対策 

① 親魚確保のための漁具規制 

 上磯郡漁協は、サケ再生産用親魚の確保に不足が生じる場合、地域内

の定置網漁業者と協議し、広域的な網上げ等の漁具撤去措置を実施す

る。 

② ふ化場の施設整備による効率的な稚魚生産（飼育環境の改善） 

 上磯郡漁協は、一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会とともに、亀

川、茂辺地の各ふ化場における施設整備を実施する。 

③ 効率的な放流手法の検討 

 上磯郡漁協は、回帰率の向上を図るため、一社）渡島管内さけ・ます

増殖事業協会とともに、確立した放流手法に基づいた稚魚の放流を実

施する。 

  

２ 魚価向上・安定対策  

① 魚価向上に向けた漁獲物の集約 

 上磯郡漁協は、各地区の定置網によって漁獲されるブリやソウハチ

などが一度に大量に漁獲された場合、価格が下落する傾向にあること

から、知内地区にある冷凍加工場に集約し、フィレー、開き、一夜干し

等の製造を行い、需要時期等のマーケティング調査結果を踏まえた出

荷を行うことで、付加価値向上を図る。 

② 衛生管理マニュアルの普及と周知徹底  

上磯郡漁協は、衛生管理マニュアルに基づいた水揚げ、集荷等を継続

して実施する。 

③ 荷さばき施設の集約・衛生管理強化 

 上磯郡漁協は、集約施設の実施設計を行う。 

また、既存の各施設に水質管理機器の導入を行う。 

④ 氷の供給体制の構築と供給能力の向上 

上磯郡漁協は、サケやイカの盛漁期における氷不足を解消するため

構築した氷の供給体制により、鮮度保持並びに衛生管理を強化する。 

また、知内地区に製氷・貯氷施設を整備する。 

⑤ 水産生産基盤施設の取組強化   

  上磯郡漁協は、漁獲物の品質劣化対策や鳥害防止対策のため、水産加

工拠点である中ノ川漁港（知内地区）における屋根付き岸壁の整備を完

了する。 
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３ ウニ養殖漁業の推進 

① 販売促進及びブランド化の確立

上磯郡漁協は、知内地区の加工施設内に導入した高性能な対流型冷

凍設備により、年間を通じて生ウニの供給を行う。 

  また、上磯郡漁協の直営店「貝鮮焼北斗フィッシャリー」でのウニ丼

の提供やイベント等において積極的に販売するなどの販売促進や知名

度向上に前期に引き続き取り組む。 

② 新加工商品の開発

上磯郡漁協は、新たに民間の食品加工会社と連携して開発した「ウニ

ふりかけ」や「ウニパウダー」等の商品を販売する。 

③ 新たな漁業収入モデル化の実証

上磯郡漁協は、上磯地区、木古内地区、知内地区における漁港内の静

穏域を活用したウニ実入り改善の取り組みを継続して実施する。 

 また、観光客への漁業体験を実施するなど新たな漁業収入のモデル化

事業を前期に引き続き取り進める。

④ ウニ種苗生産センターの整備

上磯郡漁協は、知内地区でのウニ種苗生産センターの整備に着手する。 

４ 中核的担い手の育成及び新規就業者確保に係る取組 

① 上磯郡漁協は、漁業共済や積立ぷらすへの加入促進、燃油費対策の

推進、効率的な操業を図るための減速航行などの航行規制や定期的な

船底清掃により、漁業コストの削減を図るなど収益性の高い操業体制

の構築を図る。 

② 上磯郡漁協は、中核的漁業者が安定した漁家経営を行えるよう水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業や競争力強化型機器等導入緊急対

策事業を活用して、生産基盤である漁船の更新や漁業機器整備を行

う。 

③ 上磯郡漁協は、北海道漁業就業支援協議会を活用した新規就業者の確

保に努める。 

④ 上磯郡漁協は、漁協青年部に対し、各種研修会や水産技術普及指導所、

各漁業部会とともに実施する食育教室等への参加を促すことで、若手漁

業者の資質・意識の向上を図る。 

活用する支援

措置等 

・水産業強化支援事業（国）1-②

・地域づくり総合交付金（道）2-①、3-①、3-③

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）3-④

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）2-④

・水産基盤整備事業（国）2-⑤
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・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）4-① 

・広域浜プラン緊急対策事業（効率的な操業体制の確立支援）（国）4-① 

・競争力強化型機器導入緊急対策事業（国）4-② 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）4-② 

・水産業競争力強化金融支援事業（国）4-② 

・経営体育成総合支援事業（国）4-③ 

 

５年目（令和７年度） 

取組内容 １ サケ資源増大対策 

① 親魚確保のための漁具規制 

 上磯郡漁協は、サケ再生産用親魚の確保に不足が生じる場合、地域内

の定置網漁業者と協議し、広域的な網上げ等の漁具撤去措置を実施す

る。 

② ふ化場の施設整備による効率的な稚魚生産（飼育環境の改善） 

上磯郡漁協は、一社）渡島管内さけ・ます増殖事業協会とともに、上

磯中野、上磯の各ふ化場における施設整備を実施する。 

③ 効率的な放流手法の検討 

 上磯郡漁協は、回帰率の向上を図るため、一社）渡島管内さけ・ます

増殖事業協会とともに、確立した放流手法に基づいた稚魚の放流を実

施する。 

  

２ 魚価向上・安定対策  

① 魚価向上に向けた漁獲物の集約 

 上磯郡漁協は、各地区の定置網によって漁獲されるブリやソウハチ

などが一度に大量に漁獲された場合、価格が下落する傾向にあること

から、知内地区にある冷凍加工場に集約し、フィレー、開き、一夜干し

等の製造を行い、需要時期等のマーケティング調査結果を踏まえた出

荷を行うことで、付加価値向上を図る。 

② 衛生管理マニュアルの普及と周知徹底  

上磯郡漁協は、衛生管理マニュアルに基づいた水揚げ、集荷等を継続

して実施する。 

③ 荷さばき施設の集約・衛生管理強化 

 上磯郡漁協は、集約施設の整備を実施する。 

なお、既存の各施設に設置した水質管理機器は新規施設に集約する。 

④ 氷の供給体制の構築と供給能力の向上 

上磯郡漁協は、構築した氷の供給体制並びに知内地区に整備した製

氷・貯氷施設により、サケやイカの盛漁期における氷不足を解消し、
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鮮度保持並びに衛生管理を徹底する。 

⑤ 水産生産基盤施設の取組強化

上磯郡漁協は、漁獲物の品質劣化対策や鳥害防止対策のため、水産加

工拠点である中ノ川漁港（知内地区）において前年に完成した屋根付き

岸壁により品質劣化や鳥害を防止する。 

３ ウニ養殖漁業の推進 

① 販売促進及びブランド化の確立

上磯郡漁協は、知内地区の加工施設内に導入した高性能な対流型冷

凍設備により、年間を通じて生ウニの供給を行う。 

  また、上磯郡漁協の直営店「貝鮮焼北斗フィッシャリー」でのウニ丼

の提供やイベント等において積極的に販売するなどの販売促進や知名

度向上に前期に引き続き取り組む。 

② 新加工商品の開発

上磯郡漁協は、新たに民間の食品加工会社と連携して開発した「ウニ

ふりかけ」や「ウニパウダー」等の商品を販売する。 

③ 新たな漁業収入モデル化の実証

上磯郡漁協は、上磯地区、木古内地区、知内地区における漁港内の静

穏域を活用したウニ実入り改善の取り組みを継続して実施する。 

 また、観光客への漁業体験を実施するなど新たな漁業収入のモデル化

事業を前期に引き続き取り進める。

④ ウニ種苗生産センターの整備

上磯郡漁協は、知内地区でのウニ種苗生産センターの整備を進める。

４ 中核的担い手の育成及び新規就業者確保に係る取組 

① 上磯郡漁協は、漁業共済や積立ぷらすへの加入促進、燃油費対策の

推進、効率的な操業を図るための減速航行などの航行規制や定期的な

船底清掃により、漁業コストの削減を図るなど収益性の高い操業体制

の構築を図る。 

② 上磯郡漁協は、中核的漁業者が安定した漁家経営を行えるよう水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業や競争力強化型機器等導入緊急対

策事業を活用して、生産基盤である漁船の更新や漁業機器整備を行

う。 

③ 上磯郡漁協は、北海道漁業就業支援協議会を活用した新規就業者の確

保に努める。 

④ 上磯郡漁協は、漁協青年部に対し、各種研修会や水産技術普及指導所、

各漁業部会とともに実施する食育教室等への参加を促すことで、若手漁
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業者の資質・意識の向上を図る。 

活用する支援

措置等 

・地域づくり総合交付金（道）2-①、3-①、3-③

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）2-③、1-②、3-④

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）2-④、3-①

・水産基盤整備事業（国）2-⑤

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）4-①

・広域浜プラン緊急対策事業（効率的な操業体制の確立支援）（国）4-①

・競争力強化型機器導入緊急対策事業（国）4-②

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）4-②

・水産業競争力強化金融支援事業（国）4-②

・経営体育成総合支援事業（国）4-③

（５）関係機関との連携

・ プラン全体の取組効果が高められるよう、構成員である漁協・町・道・系統団体との

連携を密にし、関係事業を最大限活用できるよう情報収集や推進活動を行い、プランの

取組を遂行する。 

・ 担い手の確保・育成にあたっては、新規就業者確保のため、北海道漁業就業支援協議

会を活用した研修生の受け入れ等に取り組むとともに水産技術普及指導所、漁業士会及び

漁協青年部と連携し、各種研修会等への参加や食育教室の開催等を通じて若手漁業者の資

質・意識の向上を図っていく。 

（６）他産業との連携

・各市町行政、商工会、観光協会等と連携し、開業新幹線の駅である新函館北斗駅・新木

古内駅を利用する観光客への周知・集客を図るため、当漁協直営店の「貝鮮焼北斗フィッ

シャリー」や観光施設などを利用した各種イベントにおいて積極的なＰＲを促進するとと

もに、食品加工会社との連携により、商品開発・販売対策を実施し、地域経済の活性化を

図る。 

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方

◯ 各地区の定置網によって漁獲されるブリやソウハチについて、一度に大量に漁獲され

た場合、価格が下落する傾向にあることから、冷凍加工場に漁獲物を集約し、フィレー

や開き加工等の製品づくりや一次加工し、価格変動を見据えながら出荷調整を行い単価

の向上を図る。 

◯ 上磯地区、木古内地区、知内地区における漁港内の静穏域を活用したウニ実入り改善

の取り組みを継続し、漁獲量の増大を図る。 

◯ つくり育てる漁業を推進するとともに、国の制度などを活用し、省エネ型機器の導入
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や作業の機械化、高船齢漁船の更新などの促進によって、厳しい労働環境を緩和し、収

益性を高めるなど、新たに着業しやすい環境を整え、新規着業者数の増加を図る。 

（２）成果目標

ブリ、ソウハチの単価の向上 基準年 平成 27 年度～令和元年度：   161 円/kg 

目標年 令和 7 年度： 176 円/kg 

新たな漁業収入モデルの実

証によるキタムラサキウニ

の漁獲量の増大 

基準年 平成 27 年度～令和元年度： 1.1 トン 

目標年 令和７元年：   16 トン 

新規着業者数の増加 基準年 平成 27 年度～令和元年度：  2 人 

目標年 令和３年度～令和７年度：   3 人 

（３）上記の算出方法及びその妥当性

◯ブリ、ソウハチ、の単価の向上

ブリ、ソウハチ、については、フィレーや開き加工等の製品づくりによる付加価値向上の

取り組みにより、基準年平均漁獲金額に比べ１０％の単価の向上を目標とする。 

・過去 5 年間の平均漁獲金額 8,518 千円

・過去 5 年間の平均漁獲量    53 トン 

・目標年における単価 8,518 千円÷53 トン☓1.10＝176 千円/トン 

○新たな漁業収入モデルの実証による漁獲量の増大

前期に木古内釜谷漁港内でキタムニサキウニを移植し、ウニの実入りを改善させた新たな

漁業収入モデルを上磯地区、木古内地区、知内地区に拡大し、基準年の漁獲量に比べ 15 トン

の増大を図ることを目標とする。

各漁獲量・漁獲高の推移 単位：ｔ、千円

H27 H28 H29 H30 R1 ５ケ年平均

数量 5 3 3 3 2 3

金額 667 425 310 310 275 397

平均単価 133 142 103 103 138 132

数量 110 93 17 17 12 50

金額 19,798 16,389 1,558 1,558 1,303 8,121

平均単価 180 176 92 92 109 162

数量 115 96 20 20 14 53

金額 20,465 16,814 1,868 1,868 1,578 8,518

平均単価 178 175 93 93 113 161

資料出典先:北海道水産現勢

合 計

ブリ

ソウハチ
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・過去 5年間の平均漁獲金額 1.1 トン

◯新規着業者数の増加

新規着業者数については、当プランの各種施策の効果により、過去５ヶ年の新規着業者数

より５０％（３人）の増加を目標とした。 

・過去 5年間の新規着業者数 2.0 人 

・目標年における新規着業者数 2.0 人☓１.5＝ 3 人 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事 業 名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関連性 

水産業競争力強化緊急施設

整備事業（国） 

 本事業により、ふ化場の施設整備を行い効率的な稚魚生産

（飼育環境の改善）によりサケ資源の増大を図るとともに、
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荷さばき施設の集約整備を行い効率的運営と衛生管理の徹

底を図る。 

 また、本事業により、知内地区のウニ種苗生産センターを

整備し、近年の需要増に応じたウニ種苗の増産を行い、所得

の向上を図る。 

浜の活力再生・成長促進交

付金（国） 

 本事業により、製氷・貯氷施設及び種苗生産の機能強化整

備を行い氷不足や鮮度保持及び衛生管理強化及び安定的な

種苗供給を行い漁業所得の向上を図る。 

水産基盤整備事業（国）  本事業により、屋根付き岸壁の整備を行い、衛生管理の徹

底を図る。 

競争力強化型機器導入緊急

対策事業（国） 

 本事業により、省エネ効果のある機器を導入し、漁業経費

の削減を目指すとともに高性能の機器を導入することによ

り、生産力の強化を行い、漁業所得の向上を図る。 

水産業競争力強化金融支援

事業（国） 

 本事業により、漁業機器の導入や漁船リースを行う者が借

り入れる資金への利子補給等を行う。 

広域浜プラン緊急対策事業

（効率的な操業体制の確立

支援）（国） 

 本事業により、統一的な航行規制の徹底及び定期的な船底

状態の改善等により経費の削減を図る。 

水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業（国） 

 本事業により、中核的漁業者が漁船を取得するのを支援す

ることで、漁業生産の安定と所得の向上を図る。 

漁業経営セーフティーネッ

ト構築事業（国） 

 本事業により、高騰する燃油に対して影響緩和を図り、漁

業経営の安定を図る。 

経営体育成総合支援事業

（国） 

 本事業により、意欲ある新規就業者の確保を図ります。 

地域づくり総合交付金（道）  本事業により、冷凍施設を整備し、漁獲物の鮮度を高める

ことで市場における競争力を強化し、漁業所得の向上を図

る。 

 


